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１ 基本方針策定の趣旨                            

 

 

   日本では、出生率の低下により少子化が進み、総人口は２００５（平成１７）

年に初めて前年を下回ってから減少の局面を迎えています。本市の総人口につい

ては、宝飯郡４町との合併前の人口を含め、２００８（平成２０）年１２月をピ

ークに減少傾向に転じましたが、近年は横ばいの状況です。市立小中学校の児童

生徒数については、全国的な少子化の動向と同様に、１９８３（昭和５８）年を

ピークに減少に転じています。一部の地域における住宅開発などを背景とし、児

童生徒数が一時的に増加している校区があるものの、市全体としては今後も減少

していくものと見込まれています。 

こうした少子化や人口減少が進行する中、本市では、豊川市教育大綱に基づき、

「ともに学び 生きる力を育み 未来を拓く豊川の人づくり」を基本理念とする

様々な教育施策を展開しており、子どもたちの成長を支える学校教育についても

多くの取組を進めています。中でも学校教育施設については、少子化の動向を捉

えた管理が求められており、市公共施設全体の適正配置や長寿命化の方針を踏ま

えた老朽校舎の改修などに取り組んでいます。 

引き続き、子どもたちの健やかな成長を支えていくためには、児童生徒が安全

な環境の中で、安心して学校生活を送ることができるような小中学校の環境整備

が必要です。また、児童生徒が集団の中で多様な考えに触れ、認め合い、協力し

合い、切磋琢磨しながら、思考力や表現力、判断力などを育んでいけるような学

校規模を維持していく視点も重要です。 

そこで、将来にわたって子どもたちの「生きる力」を育む学校教育環境を維持・

向上させていくため、本市における小中学校の規模に着目した課題整理を行うと

ともに、その解決に向けた基本的な考え方や対応方針などを明らかにする「豊川

市立小中学校の規模に関する基本方針」を策定します。 
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２ 学校規模や学級編制の標準                         

   

   本市における学校規模に関する課題整理に当たって、その前提となる制度をあ

らかじめ把握するため、国や県が示す学校規模や学級編制の標準に関することを

整理します。 

 

（１）学校規模の標準 

国は、小中学校の規模の標準について、学級数により次のとおり設定してい

ます。（学校教育法施行規則第４１条及び第７９条。昭和３３年省令改正により条文化。） 

○１２学級以上１８学級以下を標準とする。 

○ただし、地域の実態その他により特別の事情のあるときは、この限りでな

い。 

＊ この学校規模の標準は、通常学級の数について定めるものです。特別支援学級の数の標

準については、特に定めはありません。 

（２）学級編制の標準 

一つの学級を編制する際の児童生徒数の基準について、国及び県が「学級編

制の標準」として示しています。（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数

の標準に関する法律第３条） 

愛知県の小中学校においては、愛知県の基準に基づいて、単式学級や複式学

級、特別支援学級が編制されています。 

＜学級編制の標準（基準）一覧＞ 

  小学校 中学校 

単式学級 

国（法令）の基準 
４０人 
１年生は３５人 

４０人 

愛知県の基準 
４０人 
１年生は３５人 

４０人 
 

愛知県の加配 ２年生は３５人 １年生は３５人 

複式学級 
国（法令）の基準 

１６人 
１年生を含む場合は８人 

８人 

愛知県の基準 
１４人 
１年生を含む場合は７人 

８人 

特別支援
学級 

国（法令）の基準 ８人 
愛知県の基準 ８人 

 
＜参考：学級編制標準の変遷＞ 

国が定める学級編制の標準は、１９４７（昭和２２）年施行の「学校教育法施行規則」において初
めて示されたものでした。その際には、小中学校は５０人以下という標準は示されていましたが、複
式編制の標準は示されていませんでした。 

１９５９（昭和３４）年に施行された「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関
する法律」（以下「義務標準法」という。）においては、小中学校の複式編制の場合の標準が初めて示
され、学年数により２０人～３５人とされていました。 

その後、７次にわたる「公立義務教育諸学校教職員定数改善計画」を踏まえた義務標準法改正によ
り学級編制の標準の引下げ等が実施され、現在、４０人とする単式学級の標準は、１９８０（昭和５５）
年度からの第５次計画を受けて実現されました。また、複式編制については、その解消に向けた改正
が順次行われ、１９９３（平成５）年度からの第６次計画により現行の標準となっています。 

小学校１年生の単式学級の標準については、義務標準法改正により、２０１１（平成２３）年度か
ら３５人となっています。 
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（３）学級編制の仕方 

    愛知県の基準による学級編制は、具体的には次のように行われます。 

①単式学級 

単式学級は、一つの学年の在学者で構成されている学級のことで、次の

ように編制します。 

ア 小学校１・２年生、中学校１年生 

１学級を３５人以下で編制します。当該学年の児童生徒数が３５人

以下の場合は、１学級のみで編制します。 

イ その他の学年 

１学級を４０人以下で編制します。当該学年の児童生徒数が４０人

以下の場合は、１学級のみで編制します。 

②複式学級 

複式学級は、二つ以上の学年の在学者で構成されている学級のことで、

次のように編制します。なお、本市では現在のところ、複式学級を編制す

る学校はありません。 

ア 小学校１年生を含む場合 

小学校１年生を含め、引き続く複数学年の児童数の合計が７人以下

で推移し続ける場合は、複式学級を編制します。 

イ 小学校２年生以上 

小学校２年生以上で引き続く複数学年の児童数の合計が１４人以下

で推移し続ける場合は、複式学級を編制します。 

なお、複式学級は、原則として低学年（１・２年生）、中学年（３・

４年生）、高学年（５・６年生）の区分により２学年ずつで編制します。

また、児童への学習指導上の配慮から、年度ごとに複式学級と単式学

級が交互に発生しないよう配慮し、複式編制となる人数構成に初めて

該当する学年についてのみ単式学級を保障することとなっています。

こうした配慮により、引き続く２学年の児童数の合計が１４人以下で

推移し続ける場合、最初に１４人以下となる組み合わせの２学年うち、

上の学年については複式編制が適用されず、下の学年から適用される

こととなります。ただし、１・２年生の複式編制の基準は７人以下と

なっているため、実際には、この下の学年が４年生になる年度におい

て、初めて複式学級が編制されることとなります。 

ウ 中学校１～３年生 

中学校で引き続く複数学年の生徒数の合計が８人以下で推移し続け

る場合は、複式学級を編制します。 

③特別支援学級 

特別支援学級は、児童生徒の実態に応じたきめ細かな指導を行うため、

少人数で学級を編制します。 

ア 小学校、中学校 

１学級を８人以下で編制します。
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（４）学校規模に関する考え方 

国は、２０１５（平成２７）年１月に策定した「公立小学校・中学校の適正

規模・適正配置等に関する手引」（以下「手引」という。）において、学級数等

に着目した課題整理を行うとともに、学校規模に関する課題解決に向けた基本

的な考え方や望ましい学級数の考え方を次のとおり示しています。 

①教育的な観点 

      学校規模に関する課題解決に向けた基本的な考え方として、教育的な観

点の重要性を示しています。（手引ｐ.２～３） 

○学校規模の適正化を図る上では、第一に学校の果たす役割を再確認する

必要があります。義務教育段階の学校は、児童生徒の能力を伸ばしつつ、

社会的自立の基礎、国家・社会の形成者としての基本的資質を養うこと

を目的としています。 

○このため、学校では、単に教科等の知識や技能を習得させるだけではな

く、児童生徒が集団の中で、多様な考えに触れ、認め合い、協力し合い、

切磋琢磨することを通じて思考力や表現力、判断力、問題解決能力など

を育み、社会性や規範意識を身に付けさせることが重要になります。 

○そうした教育を十全に行うためには、一定の規模の児童生徒集団が確保

されていることや、経験年数、専門性、男女比等についてバランスのと

れた教職員集団が配置されていることが望ましいものと考えられます。

このようなことから、一定の学校規模を確保することが重要となります。 

    ②望ましい学級数の考え方 

      こうした教育的な観点などを踏まえ、小中学校における望ましい学級数

の考え方を示しています。（手引ｐ.９） 

○小学校では、まず複式学級を解消するためには少なくとも１学年１学級

以上（６学級以上）であることが必要となります。また、全学年でクラ

ス替えを可能としたり、学習活動の特質に応じて学級を超えた集団を編

成したり、同学年に複数教員を配置するためには１学年２学級以上（１

２学級以上）あることが望ましいものと考えられます。 

○中学校についても、全学年でクラス替えを可能としたり、学級を超えた

集団編成を可能としたり、同学年に複数教員を配置するためには、少な

くとも１学年２学級以上（６学級以上）が必要となります。また、免許

外指導をなくしたり、全ての授業で教科担任による学習指導を行ったり

するためには、少なくとも９学級以上を確保することが望ましいものと

考えられます。 
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（５）学校規模に関する課題 

    一般的に、国が示す学校規模の標準に比べて学級数が少ない場合は小規模校

や過小規模校、多い場合は大規模校や過大規模校として整理され、それぞれに

課題があるとされています。 

    本市においても、義務教育の機会均等や水準の維持・向上の観点を踏まえ、

地域の実情に応じた学校規模に関する課題を捉えていく必要があります。 

    国の手引を参考に、小中学校の規模に関する主な課題を整理すると、次のと

おりとなります。 

    ①小規模校等の課題（手引ｐ.６～９） 

     ・クラス替えが全部又は一部の学年でできない。 

・クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない。 

・クラブ活動や部活動の種類が限定される。 

・体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生

じる。 

・経験年数、専門性、男女比等バランスのとれた教職員配置やそれらを生

かした指導の充実が困難となる。 

・免許外指導の教科が生まれる可能性がある。（中学校） 

・児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい。 など 

    ②大規模校等の課題（手引ｐ.１４） 

     ・学校行事等において、係や役割分担のない子どもが現れる可能性がある

など、一人一人が活躍する場や機会が少なくなる場合がある。 

     ・集団生活においても同学年の結び付きが中心となり、異学年交流の機会

が設定しにくくなる場合がある。 

・同学年でもお互いの顔や名前を知らないなど、児童生徒間の人間関係が

希薄化する場合がある。 

・教職員集団として、児童生徒一人一人の個性や行動を把握し、きめ細か

な指導を行うことが困難であり、問題行動が発生しやすい場合がある。 

・児童生徒一人当たりの校舎面積、運動場面積等が著しく狭くなった場合、

教育活動の展開に支障が生じる場合がある。 

・特別教室や体育館、プール等の利用に当たって授業の割当てや調整が難

しくなる場合がある。 など 
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３ 学校規模に関する現状と見通し                       

 

本市には、小学校が２６校、中学校が１０校あります。これらの学校規模に

関する現状や見通しを捉えるため、人口や児童生徒数の推移などを整理します。 

 

（１）総人口と年齢３区分別人口の推移 

○本市の総人口は、まちの発展とともに増加を続けてきましたが、合併前の

宝飯郡４町の人口を含め、２００８（平成２０）年１２月の 183,259 人を

ピークに減少傾向にあります。 

○２０１５（平成２７）年の国勢調査では 182,436 人で、２０４５（令和２７）

年には、163,019 人まで減少すると予測されています。 

○年齢３区分別の人口は、２００５（平成１７）年の国勢調査で、６５歳以

上の老年人口が、１４歳以下の年少人口を上回りました。今後も、老年人

口が増加する一方で、年少人口と１５歳から６４歳までの生産年齢人口が

減少していくものと予測されています。 
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54,962 55,497

38,319

32,539
29,483 28,072

27,748 27,294 26,184 25,060 23,561

22,354 21,286 20,628 19,902

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

総人口 生産年齢人口 老年人口 年少人口

推 計 値実 績 値

（人）

生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上）

年少人口（0～14歳）

総人口

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年

（S60） （H2） （H7） （H12） （H17） （H22） （H27） （R2） （R7） （R12） （R17） （R22） （R27）

２００８（平成２０）年１２月
183,259人

※１ 推計値は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2018（平成 30）年

推計）による。 
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（２）小中学校区別人口の推移 

○２０１５（平成２７）年から２０４５（令和２７）年までに、大半の小学

校区で人口が減少していくものと予測されます。 

○中でも、３０％以上減少する予測となっている小学校区は、千両小学校区

の５４．７％減少を始め、７小学校区に及んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※１ 2015（平成 27）年の人口は、国勢調査の実績値。2020（令和 2）年以降は、2014（平成 26 年

から 2018（平成 30）年までの 5 か年の 3 月末現在の住民基本台帳人口を基にコーホート変化率

法により推計し、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2018（平成

30）年推計）の数値と整合させた推計値。 
 

 

（単位 上段：人（下段は対 2015（平成 27）年増減率）） 
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（３）児童生徒数と学級数の全体的推移 

○戦後における本市の児童生徒数は、小学校では１９５８（昭和３３）年度、

中学校では１９６１（昭和３６）年度に最初のピークを迎えました。これ

は、団塊世代が小中学校に在籍した時期に当たります。 

○その後、児童生徒数は一旦減少しましたが、高度経済成長を背景としなが

ら増加に転じ、団塊ジュニア世代が小中学校に在籍した時期には、小学校

では１９８１（昭和５６）年度、中学校では１９８６（昭和６１）年度に、

２度目のピークを迎えました。 

○このピークを最後に、本市における児童生徒数は、少子化の進行に伴い減

少傾向が続いています。 

○学級数については、戦後の児童生徒数と連動しながら増減してきましたが、

近年では、児童生徒数が減少傾向にある中で、２０１１（平成２３）年度

以降は小学校１・２年生や中学校１年生において３５人学級が編制されて

いること、また、特別支援学級の児童生徒数が増加傾向にあることから、

横ばいの状況となっています。 

○今後は、児童生徒数が引き続き減少していく見込みですが、学級数につい

ては、児童生徒数の減少に比較し、緩やかな減少で推移していくものと予

測されます。 
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 ＜児童生徒数と学級数の全体的推移＞ 

 

 

※
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。

 



10 
 

（４）小学校別の入学児童数の見通し 

○入学児童数の増減率については、学校によって差異が見られ、今後の２０

年間で５０％以上減少する予測となっている小学校が８校あります。 

○愛知県では、引き続く複数学年の児童数が１４人以下（１年生を含む場合
は７人以下）で推移し続ける場合に複式学級となるため、それに該当する
学校と時期を予測しながら、学校規模を見通していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 算出根拠：入学年度 2018（平成 30）年度は実績値。入学年度 2019（令和元）年度から 2024（令和 6）年度まで
は、2018（平成 30）年 3 月末現在の住民基本台帳の人口に基づき把握した 0 歳～6 歳人口を捉え、2025（令和
7）年度以降は、ｐ.7 の「小中学校区別人口の推移」と同じ手法により推計した 0 歳人口を捉え、それらの子 
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○引き続く２学年の児童数の合計が１４人以下となり、それ以降も１４人以

下で推移し続けることが見込まれる小学校については、２０３８（令和２０）
年度までの間に２校該当してくるものと予測されます。 

○引き続く２学年の児童数の合計が最初に１４人以下となる組み合わせのう
ち、下の学年が４年生になる年度に初めて複式編制が適用されることを踏
まえ、今後における学校規模を見通します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

どもたちが、そのままの人数で小学校へ入学すると仮定し算出。各年齢の子どもが入学するまでの期間
における転入・転出を捉える社会増減の見込みは含まず。 

※２ 増減率：児童数の下段は、2018（平成 30）年度との比較による増減率。 

（単位：人） 
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（５）小中学校別の児童生徒数と学級数の見通し 

  ①小学校 

○児童数については、２０１８（平成３０）年度は１０，６７５人ですが、
２０３８（令和２０）年度は８，１４７人となり、２０年間に２，５２８
人（２３．７％）減少すると予測されます。 

○児童数に応じた通常学級の数については、小学校１・２年生は３５人学級、
その他の学年は４０人学級を基準とすると、２０１８（平成３０）年度は
３４４学級であるのに対し、２０３８（令和２０）年度は２８４学級とな 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

  ※１ 通常学級の児童数：2018（平成 30）年度から 2024（令和 6）年度までは、2018（平成 30）年 5 月 1 日現在の各小学校の児

童数（実績値）を基に算出。2025（令和 7）年度以降は、ｐ.10～11 の「小学校別の入学児童数の見通し」を基に算出。 
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り、２０年間に６０学級（１７．４％）減少するものと予測されます。 

○複式学級を編制する規模の５学級以下の小学校は、２０１８（平成３０）
年度現在ではありませんが、２０２６（令和８）年度に１校、２０３８（令
和２０）年度には２校となる予測となっています。 

○全学年でクラス替えができない規模の６学級の小学校は、２０１８（平成
３０）年度は５校ですが、２０３８（令和２０）年度には８校となる予測
となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        （上段：特別支援学級、下段：通常学級） 

※２ 特別支援学級の児童数：2018（平成 30）年度は実績値。2019（令和 1）年度以降の入学児童分については、2018（平成 30）
年度の各校の在籍児童数を 6 学年で平均して当該校の 1 学年当たり児童数を算出し、適用。 
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②中学校 

○生徒数については、２０１８（平成３０）年度が５，１２７人であるのに

対し、２０年後の２０３８（令和２０）年度は４，１５７人となり、９７０

人（１８．９％）減少すると予測されます。 

○生徒数に応じた通常学級の数については、中学校１年生は３５人学級を基

準とし、その他の学年は４０人学級を基準とすると、２０１８（平成３０）

年度が１４７学級であるのに対し、２０３８（令和２０）年度は１２２学

級となり、２０年間に２５学級（１７．０％）減少するものと予測されま

す。 

 

 

 

 

 

 

 ※１ 通常学級の生徒数：2018（平成 30）年度は実績値。2019（令和 1）年度以降は、ｐ.10～11の「小学校別の入学児童数の
見通し」を基に算出。 

※２ 特別支援学級の生徒数：2018（平成 30）年度は実績値。2019（令和 1）年度以降は、ｐ.12～13 で整理する小学校におけ
る特別支援学級の児童数の見込みを基に算出。 
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○２０３８（令和２０）年度までの２０年間に、全学年でクラス替えができ

ない規模に該当する中学校はありませんが、１校について、２０３７（令

和１９）年度に５学級、２０３８（令和２０）年度に４学級となり、一部

の学年でクラス替えができない規模になると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（上段：特別支援学級、下段：通常学級） 
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（６）学校規模の見通し 

市内小中学校の規模の全体的な推移を見通すため、２０１８（平成３０）年

度から２０３８（令和２０）年度までを１０年間隔で、学級数による区分ごと

に学校数の見込みを整理します。 

ここでは、国が定める学校規模の標準を軸に市内小中学校の規模の推移を把

握するため、特別支援学級を除いた学級数で整理します。 

学級数による区分については、国が示す学校規模の標準や国庫負担等に関す

る基準などを参考に、「過小規模」「小規模」「標準規模」「大規模」「過大規模」

の五つの区分で整理します。なお、一般的には、国が示す学校規模の標準と同

じ規模を「適正規模」として整理する場合がありますが、ここでは、学校規模

の是非を判別するものではないため、「標準規模」と表記します。 

「小規模」の区分については、国の手引における「学校規模の標準を下回る

場合の対応の目安」（手引ｐ．１１）の区分を参考に、次のとおり細区分します。 

【小学校】 
「６学級」（クラス替えができない規模） 
「７～８学級」（全学年ではクラス替えができない規模） 
「９～１１学級」（半分以上の学年でクラス替えができる規模） 

【中学校】 
  「３学級」（クラス替えができない規模） 
  「４～５学級」（全学年ではクラス替えができる学年が少ない規模） 
  「６～８学級」（全学年でクラス替えができ、同学年に複数教員を配置

できる規模） 
「９～１１学級」（全学年でクラス替えができ、同学年での複数教員
配置や免許外指導の解消が可能な規模） 

 

①小学校 

○「複式学級が存在する規模」である１～５学級の過小規模の小学校は、２０

１８（平成３０）年度にはありませんが、２０２８（令和１０）年度に１校、

２０３８（令和２０）年度に２校になると予測されます。 

○「クラス替えができない規模」である６学級の小規模の小学校は、２０１８（平

成３０）年度には５校ですが、２０２８（令和１０）年度に７校、２０３８（令

和２０）年度には８校になるものと予測されます。 

○１９～３０学級の大規模の小学校の一部は、国が示す「学校規模の標準」で

ある１２～１８学級の規模に移行していくと予測されます。 

○３１学級以上の過大規模の小学校は、２０１８（平成３０）年度には存在せ

ず、今後においても発生しない見込みです。
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  ＜①小学校＞ 

学級数 
（特別支援学級
を除く） 

区分 
２０１８（平成３０） 

年度 

２０２８（令和１０） 

年度 

２０３８（令和２０） 

年度 

１～５ 

学級 
過小規模 
（複式学級あり） 

 １校 

萩(4C) 

２校 

萩(4C) 

長沢(5C) 

６学級 

小規模 

５校 

千両(6C) 

一宮南部(6C) 

萩(6C) 

長沢(6C) 

御津北部(6C) 

７校 

天王(6C) 

千両(6C) 

一宮東部(6C) 

一宮南部(6C) 

長沢(6C) 

赤坂(6C) 

御津北部(6C) 

８校 

豊川(6C) 

桜木(6C) 

天王(6C) 

千両(6C) 

一宮東部(6C) 

一宮南部(6C) 

赤坂(6C) 

御津北部(6C) 

７～８ 

学級 

 
 １校 

金屋(7C) 

９～１１ 

学級 

３校 

天王(10C) 

平尾(11C) 

一宮東部(11C) 

３校 

豊川(11C) 

平尾(11C) 

金屋(11C) 

 

 

１２～１８ 

学級 
標準規模 

１５校 

豊川(12C) 

東部(13C) 

桜木(12C) 

豊(13C) 

牛久保(13C) 

中部(18C） 

八南(18C） 

御油(18C） 

桜町(12C） 

代田(15C） 

金屋(12C) 

一宮西部(18C) 

赤坂(12C) 

御津南部(18C) 

小坂井東(17C) 

１２校 

東部(12C) 

桜木(12C) 

豊(12C) 

牛久保(12C) 

中部(18C） 

御油(13C） 

桜町(12C） 

代田(14C） 

一宮西部(18C) 

御津南部(15C) 

小坂井東(15C)  

小坂井西(12C) 

１３校 

東部(12C) 

豊(12C) 

牛久保(12C) 

中部(17C） 

平尾(12C) 

御油(12C） 

桜町(13C） 

代田(14C） 

三蔵子(18C) 

一宮西部(18C) 

御津南部(12C) 

小坂井東(12C) 

小坂井西(12C) 

１９～３０ 

学級 
大規模 

３校 

国府(22C) 

三蔵子(19C) 

小坂井西(20C) 

３校 

八南(21C） 

国府(23C) 

三蔵子(20C) 

２校 

八南(20C） 

国府(24C) 

３１ 

学級以上 
過大規模 

   

※１ 学校名右の（ ）内は学級数。
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②中学校 

○「複式学級が存在する規模」である１～２学級の過小規模の中学校は、２０

３８（令和２０）年度までの間には発生しない見込みです。 

○「全学年ではクラス替えができる学年が少ない規模」である４～５学級の小

規模の中学校は、２０１８（平成３０）、２０２８（令和１０）年度にはあ

りませんが、２０３８（令和２０）年度に１校になると予測されます。 

○１９～３０学級の大規模の中学校については、２０１８（平成３０）、２０

２８（令和１０）年度に２校ありますが、２０３８（令和２０）年度には、

国が示す「学校規模の標準」である１２～１８学級の規模に移行していくと

予測されます。 

○３１学級以上の過大規模の中学校は、２０１８（平成３０）年度には存在せ

ず、今後においても発生しない見込みです。 
 

  ＜②中学校＞ 

学級数 
（特別支援学級
を除く） 

区分 
２０１８（平成３０） 

年度 

２０２８（令和１０） 

年度 

２０３８（令和２０） 

年度 

１～２ 

学級 
過小規模 
（複式学級あり） 

   

３学級 

小規模 

   

４～５ 

学級 

 
 １校 

音羽(4C) 

６～８ 

学級 

 １校 

音羽(6C) 

 

９～１１ 

学級 

２校 

音羽(9C) 

御津(11C) 

１校 

御津(9C) 

２校 

一宮(10C) 

御津(9C) 

１２～１８ 

学級 
標準規模 

６校 

中部(15C) 

西部(15C) 

代田(12C) 

金屋(14C) 

一宮(13C) 

小坂井(16C) 

６校 

中部(16C) 

西部(18C) 

代田(13C) 

金屋(14C) 

一宮(12C) 

小坂井(15C) 

７校 

東部(16C) 

南部(15C) 

中部(15C) 

西部(16C) 

代田(12C) 

金屋(13C) 

小坂井(12C) 

１９～３０ 

学級 
大規模 

２校 

東部(23C) 

南部(19C) 

２校 

東部(22C) 

南部(19C) 

 

３１ 

学級以上 
過大規模 

  
 

   ※１ 学校名右の（ ）内は学級数。 
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（７）学校規模と通学距離・時間の状況 

国は、義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律施行令において、

学校統合をする場合の適正な規模の条件として、「通学距離が、小学校にあっ

ては概ね４ｋｍ以内、中学校及び義務教育学校にあっては概ね６ｋｍ以内であ

る」との基準を示しています。 

また、国の手引においては、「通学時間について、『概ね１時間以内』を一応

の目安とした上で、各市町村において、地域の実情や児童生徒の実態に応じて

１時間以上や１時間以内に設定することの適否も含めた判断を行うことが適

当である」としています。 

こうした国の基準などを踏まえ、本市における小中学校の規模と、各校にお

ける最長の通学距離について整理（ｐ.２０）すると、次のような現状を捉え

ることができます。  

①小学校 

○小学校については、御津北部小学校を除き、国が示す通学距離の基準（概ね

４ｋｍ以内）を満たしています。 

○学校規模の区分ごとに通学距離区分の該当校数の比率を見ると、小規模校に

比べ、標準規模校や大規模学校の方が、各校における最長の通学距離が短い

という状況です。 

○小学校の児童は、徒歩により通学をしていますが、御津北部小学校において

通学距離が４ｋｍを超える児童は、コミュティバスと保護者の送迎により通

学をしています。 

○通学時間については、大半の小学校では概ね１時間以内となっていますが、

最長の通学距離が４ｋｍを超える御津北部小学校以外でも、通学区域が比較

的広い小学校では、徒歩で１時間を超える地域が存在しています。こうした

地域においては、学年や天候などに応じて保護者が送迎するなどし、児童の

安全確保や負担軽減がなされている状況です。 

②中学校 

○中学校については、全ての学校で概ね６ｋｍ以内となっており、国が示す

通学距離の基準（概ね６ｋｍ以内）を満たしています。 

○学校規模の区分ごとに通学距離区分の該当校数の比率を見ると、小規模校

に比べて、標準規模校や大規模学校の方が、各校における最長の通学距離

が短いという状況です。 

○中学校では、各校で定めるルールに基づき、比較的長い距離を通学する生

徒が自転車で通学をしています。 

○通学時間については、自転車通学を含め、概ね１時間以内となっていま

す。 
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＜①小学校＞ 

通学距離  

学校規模 

概ね 
２ｋｍ以内 

概ね 
３ｋｍ以内 

概ね 
４ｋｍ以内 

概ね 
５ｋｍ以内 

合計 

６学級 小
規
模 

長沢（６C） 一宮南部（６C） 
萩（６C） 

千両（６C） 御津北部（６C）  

７～１１ 
学級 

天王（１０C） 平尾（１１C） 一宮東部（１１C）   

小計 ２校 ３校 ２校 １校 ８校 
比率 25.0％ 37.5％ 25.0％ 12.5％ 100.0％ 

１２～１８ 
学級 

標
準
規
模 

豊川（１２C） 
桜木（１２C） 
豊（１３C） 
牛久保（１３C） 
中部（１８C） 
八南（１８C） 
御油（１８C） 
桜町（１２C） 
代田（１５C） 
金屋（１２C） 
小坂井東（１７C） 

東部（１３C） 
赤坂（１２C） 

御津南部（１８C） 
一宮西部（１８C） 

  

小計 １１校 ２校 ２校 ０校 １５校 
比率 73.4％ 13.3％ 13.3％ 0.0％ 100.0％ 

１９～３０ 
学級 

大
規
模 

三蔵子（１９C） 
小坂井西（２０C） 

国府（２２C）    

小計 ２校 １校 ０校 ０校 ３校 
比率 66.7％ 33.3％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

合計 １５校 ６校 ４校 １校 ２６校 
比率 57.7％ 23.1％ 15.4％ 3.8％ 100.0％ 

 

＜②中学校＞ 

通学距離  

学校規模 

概ね 
３ｋｍ以内 

概ね 
４ｋｍ以内 

概ね 
５ｋｍ以内 

概ね 
６ｋｍ以内 

合計 

４～１１ 
学級 

小
規
模 

   音羽（９C） 
御津（１１C） 

 

小計 ０校 ０校 ０校 ２校 ２校 
比率 0.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 100.0％ 

１２～１８ 
学級 

標
準
規
模 

西部（１５C） 
代田（１２C） 
小坂井（１６C） 

金屋（１４C） 一宮（１３C） 中部（１５C）  

小計 ３校 １校 １校 １校 ６校 
比率 50.0％ 16.7％ 16.7％ 16.7％ 100.0％ 

１９～３０ 
学級 

大
規
模 

 南部（１９C） 東部（２３C）   

小計 ０校 １校 １校 ０校 ２校 
比率 0.0％ 50.0％ 50.0％ 0.0％ 100.0％ 

合計 ３校 ２校 ２校 ３校 １０校 
比率 30.0％ 20.0％ 20.2％ 30.0％ 100.0％ 

 

※１ 学校規模は、2018（平成 30）年度当初の学級数により分類。 

※２ 学校名右の（ ）内は学級数。
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（８）学校教育施設の現況 

本市の公共施設は、その多くが昭和４０年代中頃から昭和６０年代前半まで

の期間に建築されており、公共施設全体の延床面積については、学校教育施設

が４割以上を占めています。 

校舎、体育館、武道場といった主な学校教育施設の延床面積は、２０１７（平

成２９）年度末現在で２３１，０９２㎡となっており、そのうち７８．２％は

建築後３０年を経過していることから、その老朽化対策を計画的に進め、安全

で安心な学校教育環境を維持・向上させていくことが重要となっています。 

 

＜学校教育施設の延床面積の状況＞            ２０１７（平成２９）年度末現在 
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小学校・校舎 小学校・体育館 中学校・校舎 中学校・体育館 中学校・武道場

（㎡）

（年度）

築１０年未満

９，８３６㎡
（４．３％）

築１０～１９年

２４，７２０㎡
（１０．７％）

築２０～２９年

１５，８００㎡
（６．８％）

築３０～３９年

７４，１４１㎡
（３２．１％）

築４０～４９年

９０，６７０㎡
（３９．２％）

築５０年以上

１５，９２５㎡
（６．９％）

対象建物 全２０７棟 ２３１，０９２㎡

昭和５６年以前（旧耐震基準）

１２６棟（６０．９％）

0１８０，７３６㎡（７８．２％）3
※うち４棟は新耐震基準による

昭和５７年以降（新耐震基準）

８１棟（３９．１％）

５０，３５６㎡（２１．８％）

築３０年以上 １５７棟（７５．８％）
１８０，７３６㎡（７８．２％）
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４ 豊川市としての基本的な考え方                       

    

   本市における学校規模に関する課題解決に当たっては、「（１）市立小中学校規

模の標準」「（２）課題検討を行う学校規模」「（３）小規模校と準小規模校におけ

るメリットの最大化等」「（４）複式編制の回避」「（５）学校教育施設の適正管理」

といった五つの事項に関する基本的な考え方を前提とし、具体的な対応を進めて

いきます。 

 

（１）市立小中学校規模の標準 

    国が示す学校規模の標準については、「地域の実態その他により特別の事情

のあるときは、この限りでない。」（学校教育法施行規則第４１条）とされてい

ます。 

    本市においては、次のような観点や推移、状況を踏まえ、市立小中学校の学

校規模の標準を設定します。    

    ①教育活動に配慮する観点 

     ・全学年でクラス替えを可能としたり、学習活動の特質に応じて学級を超

えた集団を編成したり、同学年に複数の教職員を配置するためには、１

学年２学級以上であることが望まれます。 

・中学校については、専任の教科担任（正規教職員）を配置しやすい１２

学級以上であることが望まれます。 

②児童生徒数の推移 

・本市における人口は減少傾向にあり、各校の児童生徒数も減少していく

ことが予測されます。 

・近年、一部の学校においては、小学校への入学児童数が増加しています

が、将来的には減少に転じていく可能性も予測されます。 

③学校規模の推移 

・市立小中学校の規模については、国が示す標準規模（１２～１８学級）

に該当する学校の割合が最も高くなっています。 

・児童生徒数の減少に伴い、小中学校は小規模化していくことが予測され

ます。 

・大規模校については、標準規模校に移行していくことも予測されます。 

④通学距離の状況 

・市立小中学校における通学距離については、御津北部小学校を除き、国

が示す基準（小学校は概ね４ｋｍ以内、中学校は概ね６ｋｍ以内）を満

たしています。 

・国が示す標準規模の学校については、各校における最長の通学距離が短

い学校の割合が高くなっています。 
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以上の４点を踏まえ、本市における小中学校の標準規模については、国と同

様、小中学校ともに「１２～１８学級」とします。 

また、国庫負担等に関する基準などで区分される小規模校のうち、クラス替

えができない学級数（小学校は６学級、中学校は３学級）以外の規模の学校（小

学校は７～１１学級、中学校は４～１１学級）については、実際に望まれる対

応方法に差異が生じることが見込まれるため、準小規模として分類します。 

この標準規模と準小規模を含め、学級数に応じた学校規模の区分を、次のと

おり設定します。 

 

  ＜市立小中学校規模の区分＞ 

①小学校 

区分 学級数 特性 

過小規模 １～５学級 複式学級が存在する規模 

小規模 ６学級 クラス替えができない規模 

準小規模 
７～８学級 全学年ではクラス替えができない規模 

９～１１学級 半分以上の学年でクラス替えができる規模 

標準規模 １２～１８学級 
全学年で２クラス以上の学級編制ができ、
クラス替えができる規模 

大規模 １９～３０学級 
校舎面積、運動場面積等が充足されている
場合は、標準規模と遜色のない教育活動を
展開できる規模 

過大規模 ３１学級～ 
児童一人当たりの校舎面積、運動場面積等
が著しく狭くなった場合、教育活動の展開
に支障が生じる可能性がある規模 

②中学校 

区分 学級数 特性 
過小規模 １～２学級 複式学級が存在する規模 

小規模 ３学級 クラス替えができない規模 

準小規模 ４～５学級 
全学年ではクラス替えができる学年が少な
い規模 

６～８学級 
全学年でクラス替えができ、同学年に複数
教員を配置できる規模 

９～１１学級 

全学年でクラス替えができ、同学年での複
数教員配置や、免許外指導の解消が可能な
規模 

標準規模 １２～１８学級 
専任の教科担任（正規教職員）を配置しや
すい規模 

大規模 １９～３０学級 
校舎面積、運動場面積等が充足されている
場合は、標準規模と遜色のない教育活動を
展開できる規模 

過大規模 ３１学級～ 
生徒一人当たりの校舎面積、運動場面積等
が著しく狭くなった場合、教育活動の展開
に支障が生じる可能性がある規模 
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＜市の区分による整理＞ 

 

    市として設定する市立小中学校規模の区分により、各小中学校の現状と見通

しに基づいて分類すると、次のとおり整理することができます。 

 

  ①小学校 

学級数 
（特別支援学級
を除く） 

市区分 
２０１８（平成３０） 

年度 

２０２８（令和１０） 

年度 

２０３８（令和２０） 

年度 

１～５ 

学級 
過小規模 
（複式学級あり） 

 
１校 
萩(4C 6 人、7 人) 

２校 
萩(4C 4 人、5 人) 
長沢(5C 7 人、7 人) 

６学級 小規模 

５校 
千両(6C 21 人、19 人) 
一宮南部(6C 22 人、26 人) 
萩(6C 12 人、15 人) 
長沢(6C 25 人、30 人) 
御津北部(6C 28 人、29 人) 

７校 
天王(6C 31 人、33 人) 
千両(6C 11 人、13 人) 
一宮東部(6C 19 人、20 人) 
一宮南部(6C 15 人、17 人) 
長沢(6C 9 人、10 人) 
赤坂(6C 28 人、29 人) 
御津北部(6C 23 人、24 人) 

８校 
豊川(6C 34 人、35 人) 
桜木(6C 34 人、36 人) 
天王(6C 27 人、27 人) 
千両(6C 8 人、9 人) 
一宮東部(6C 14 人、14 人) 
一宮南部(6C 13 人、13 人) 
赤坂(6C 23 人、24 人) 
御津北部(6C 21 人、19 人) 

７～８ 

学級 

準小規模 

  １校 
金屋(7C 24 人、38 人) 

９～１１ 

学級 

３校 

天王(10C 23 人、27 人) 
平尾(11C 27 人、26 人) 
一宮東部(11C 21 人、25 人) 

３校 
豊川(11C 22 人、25 人) 
平尾(11C 22 人、24 人) 
金屋(11C 23 人、28 人) 

 

 

１２～１８ 

学級 
標準規模 

１５校 
豊川(12C 29 人、28 人) 
東部(13C 28 人、34 人) 
桜木(12C 32 人、32 人) 
豊(13C 33 人、32 人) 
牛久保(13C 26 人、30 人) 
中部(18C 33 人、38 人） 
八南(18C 34 人、38 人） 
御油(18C 25 人、29 人） 
桜町(12C 24 人、25 人） 
代田(15C 31 人、35 人） 
金屋(12C 28 人、25 人) 
一宮西部(18C 30、33 人) 
赤坂(12C 24 人、26 人) 
御津南部(18C 27 人、32 人) 
小坂井東(17C 32 人、31 人) 

１２校 
東部(12C 32 人、32 人) 
桜木(12C 22 人、24 人) 
豊(12C 30 人、29 人) 
牛久保(12C 29 人、30 人) 
中部(18C 32 人、33 人） 
御油(13C 34 人、34 人） 
桜町(12C 32 人、32 人） 
代田(14C 25 人、38 人） 
一宮西部(18C 28 人、30 人) 
御津南部(15C 24 人、34 人) 
小坂井東(15C 25 人、35 人)  
小坂井西(12C 33 人、36 人) 

１３校 
東部(12C 28 人、28 人) 
豊(12C 28 人、27 人) 
牛久保(12C 24 人、25 人) 
中部(17C 26 人、30 人） 
平尾(12C 21 人、21 人) 
御油(12C 28 人、29 人） 
桜町(13C 28 人、34 人） 
代田(14C 24 人、35 人） 
三蔵子(18C 32 人、33 人) 
一宮西部(18C 28 人、28 人) 
御津南部(12C 31 人、32 人) 
小坂井東(12C 34 人、34 人) 
小坂井西(12C 26 人、28 人) 

１９～３０ 

学級 
大規模 

３校 
国府(22C 32 人、35 人) 
三蔵子(19C 30 人、37 人) 
小坂井西(20C 30 人、34 人) 

３校 
八南(21C 29 人、36 人） 
国府(23C 31 人、33 人) 
三蔵子(20C 29 人、39 人) 

２校 
八南(20C 30 人、39 人） 
国府(24C 33 人、32 人) 

３１ 

学級以上 
過大規模    

※１ 学校名右の（ ）内は、通常学級の学級数と、1 学級当たり（平均）の児童数。 

      例）(20C 30 人、34 人) 

＝（通常学級数 1・2 年 1 学級当たり（平均）児童数、3～6 年 1 学級当たり（平均）児童数） 

            ↑                ↑ 

               35 人学級          40 人学級 
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  ②中学校 

学級数 
（特別支援学級

を除く） 
市区分 

２０１８（平成３０） 

年度 

２０２８（令和１０） 

年度 

２０３８（令和２０） 

年度 

１～２ 

学級 
過小規模 
（複式学級あり） 

   

３学級 小規模 
   

４～５ 

学級 

準小規模 

 
 １校 

音羽(4C 20 人、40 人) 

６～８ 

学級 

 １校 

音羽(6C 26 人、29 人) 

 

９～１１ 

学級 

２校 

音羽(9C 29 人、37 人) 
御津(11C 33 人、34 人) 

１校 

御津(9C 35 人、34 人) 

２校 
一宮(10C 27 人、37 人) 
御津(9C 29 人、29 人) 

１２～１８ 

学級 
標準規模 

６校 
中部(15C 32 人、35 人) 
西部(15C 32 人、38 人) 
代田(12C 29 人、31 人) 
金屋(14C 29 人、35 人) 
一宮(13C 34 人、37 人) 
小坂井(16C 31 人、35 人) 

６校 
中部(16C 35 人、34 人) 
西部(18C 33 人、37 人) 
代田(13C 29 人、35 人) 
金屋(14C 31 人、33 人) 
一宮(12C 31 人、38 人) 
小坂井(15C 32 人、34 人) 

７校 
東部(16C 31 人、38 人) 
南部(15C 32 人、33 人) 
中部(15C 33 人、33 人) 
西部(16C 30 人、36 人) 
代田(12C 34 人、34 人) 
金屋(13C 28 人、37 人) 
小坂井(12C 32 人、32 人) 

１９～３０ 

学級 
大規模 

２校 
東部(23C 32 人、36 人) 
南部(19C 31 人、37 人) 

２校 
東部(22C 31 人、36 人) 
南部(19C 34 人、35 人) 

 

３１ 

学級以上 
過大規模 

  
 

※１ 学校名右の（ ）内は、通常学級の学級数と、1 学級当たり（平均）の生徒数。 

      例）(19C 31 人、37 人) 

＝（通常学級数 1 年 1 学級当たり（平均）生徒数、2・3 年 1 学級当たり（平均）生徒数） 

           ↑                ↑ 

               35 人学級         40 人学級  
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（２）課題検討を行う学校規模 

学校規模に関する課題については、小規模校のみならず、児童生徒の急激な

増加等により発生する過大規模校の課題も全国的には見られます。しかし、引

き続き少子化の進行が予測される中、本市においては、今後も過大規模となる

小中学校は発生しないものと見込んでいます。 

こうした状況を踏まえ、市として設定する標準規模に満たない小規模校や準

小規模校に関する課題に着目し、課題解決に向けた対応方針や手順などを明ら

かにします。 

 

 

 

＜小規模化の推移に関する位置図（小学校）＞ 

 

＝ 過小規模校（１～５学級）      ＝ 小規模校（６学級） 

         ＝ 準小規模校（７～１１学級） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２０１８（平成３０）年度【現状】 
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２０３８（令和２０）年度【予測】 

 

２０２８（令和１０）年度【予測】 
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（３）小規模校と準小規模校におけるメリットの最大化等 

一般的に、規模の小さい学校については、一人一人の学習状況や学習内容の

定着状況を的確に把握でき、補充指導や個別指導を含めたきめ細かな指導を行

いやすく、また、意見や感想を発表できる機会が多くなるなどのメリットがあ

ると言われています。 

一方で、クラス替えが全部又は一部の学年でできない場合には、クラス同士

が切磋琢磨する教育活動の機会が少なかったり、経験年数、専門性、男女比等

バランスのとれた教職員配置やそれらを生かした指導の充実が困難となった

りするなど、デメリットもあるとされています。 

小規模校と準小規模校については、一層きめ細かな指導や児童生徒が活躍で

きる機会を充実させて学校規模によるメリットを最大化していくこと、また、

児童生徒が多様な考えに触れたり、切磋琢磨したりする機会を充実させて学校

規模によるデメリットを緩和していくことが重要です。 

豊川市教育大綱においては、「ともに学び 生きる力を育み 未来を拓く豊

川の人づくり」を基本理念としています。市としては、この基本理念に基づく

教育施策を展開する中で、小規模校と準小規模校におけるメリットを最大化し、

デメリットを緩和できるよう、各校における教育活動などを支援していきます。 

（４）複式編制の回避 

本市においては、将来的に、一部の小学校について、複式学級が編制される

過小規模校への移行が見込まれます。 

小学校で複式学級を編制する場合には、教職員が複数学年を行き来しながら

直接指導と間接指導を組み合わせて授業を行う際に、児童の集中力が途切れや

すくなったり、単式学級の場合と比較して直接指導の時間が少なくなったりす

ることが想定されます。また、単式学級と異なる指導順になる場合、単式学級

の学校への転校時に未習事項が生じることも考えられます。こうした児童への

影響に加え、教職員への影響としては、特別な指導技術が求められるとともに、

複数学年分の教材研究・指導準備に伴う負担増加といった課題も想定されます。 

一方で、教職員が複数学年を行き来する間、児童生徒が相互に学び合う活動

を充実させたり、異年齢の学習活動を組んだりしやすいといったメリットもあ

りますが、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

が制定されて以来、数回にわたる法改正により、複式学級の解消が進められて

きました。 

こうした状況を踏まえ、市としては、市内の児童生徒を対象とする学校教育

の機会均等やその水準の維持・向上の観点から、複式編制を回避するという方

向性の中で、小規模の小学校に関する課題解決に向けた対応を進めていきます。 

なお、その対応においては、次のようないくつかの具体的な取組を想定し、

複数の取組を段階的に実施することも念頭に、地域住民の十分な理解と協力を
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得ながら協議していきます。 

①学校統合 

  児童生徒数が減少している学校を隣接する学校と統合し、学校規模を維

持するための取組です。   

②通学区域の見直し 

  通学区域の一部について、隣接する学校の通学区域に編入させる取組で

す。 

③学校選択制の導入 

  市町村教育委員会が、就学校の指定を行う際に、事前に保護者の意見を

聞き、入学する学校を選べるようにする制度です。 

就学する側が学校を選択する制度ですが、小中学校の規模に関する課題

解決を目的に導入されることがあります。 

④関連する取組としての小中一貫教育 

  小中学校段階の教職員が目指す子ども像を共有し、９年間を通じた教育

課程を編成し、系統的な教育を目指す教育です。 

小中一貫教育は、小中学校段階を一体的に捉えて、一定の児童生徒数を

確保できる取組でもあることから、小規模校の課題解決に関連する取組と

して捉えることができます。 

（５）学校教育施設の適正管理 

本市では、人口動態や財政状況等を踏まえた長期的な視点をもって、公共施

設等の更新・統廃合・長寿命化を総合的かつ計画的に行うための全体計画であ

る豊川市公共施設等総合管理計画（２０１６（平成２８）年８月策定）（以下

「総合管理計画」という。）を定めています。 

この総合管理計画においては、学校教育施設に関する方針についても明らか

にしており、「校舎を更新する際には、適正な規模とし、全体として保有面積の

縮減を図る」ことや、小学校について「複式学級の発生が予想される時点で学

校の統合・転用を検討する」といった方向性などを示しています。 

市立小中学校の規模に関する課題解決に当たっては、教育活動に配慮する観

点に加え、児童生徒が過ごす学校教育施設の安全性や機能を、将来にわたって

持続的に確保していく適正管理の観点も重要と捉え、具体的な対応を進めてい

きます。 
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５ 課題解決に向けた対応方針                         

 

市立小中学校の規模に関する課題解決に向けた対応などを円滑に進めていく

ため、教育委員会としての対応方針や手順を明らかにします。 

 

（１）学校規模の見通しの把握 

毎年度、小学校区別に未就学年齢の人口（前年度末現在）を把握し、年度当

初の実績と連動させた児童生徒数の推計を行うことで、次年度以降６年間にお

ける学校規模の見通しを把握します。 

その結果に基づき、市長部局と連携・協議しながら、小規模校や準小規模校

に関する対応を進めていきます。 

（２）小学校に関する対応 

    小学校については、複式編制を回避するという方向性の中で対応していきま

す。 

    ①複式編制が見込まれる小規模の小学校 

      毎年度把握する学校規模の見通しの中で、引き続く２学年の児童数の合

計が１４人以下となり、それ以降も１４人以下で推移し続けることが見込

まれる小学校については、将来的に複式編制が必要となり、過小規模校へ

移行する可能性が高いため、当該小学校の教職員や保護者、地域住民（以

下「関係者」という。）に対する説明会を開催するなどし、児童数の将来見

通しや小規模化に関する課題などを説明します。 

その上で、関係者と行政がともに議論する場を設けることを提案し、合

意が得られた場合には、当該校区の住民や保護者などで構成する学校運営

協議会又は同協議会が別に設置する検討組織と協議しながら、学校統合の

みならず学校選択制などを含む取組について検討を行います。 

その検討過程においては、必要に応じて意見聴取やアンケートを実施す

るなどし、当該小学校の教職員や児童、保護者、地域住民の意向の把握も

行います。 

また、当該小学校における検討状況や選択しようとする取組の内容によ

っては、同一中学校区内の小学校又は中学校の関係者に伝達すべき情報を

提供し、協議するなどの対応を行います。 

    ②６学級で推移する小規模の小学校 

毎年度把握する学校規模の見通しの中で、クラス替えができない６学級

で推移する小規模の小学校については、学校規模によるメリットの最大化

とデメリットの緩和に寄与する学校教育活動を支援していきます。 

また、当該校の１学級当たりの児童数にも着目した学校規模の推移と更

なる小規模化の動向を把握し、複式編制の可能性について注視していきま

す。 
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    ③７～１１学級で推移する準小規模の小学校 

毎年度把握する学校規模の見通しの中で、全学年ではクラス替えができ

ない規模の７～１１学級で推移する準小規模の小学校については、学校規

模によるメリットの最大化とデメリットの緩和に寄与する学校教育活動

を支援していきます。 

また、当該校の児童数の推移と更なる小規模化の動向を把握していきま

す。 

（３）中学校に関する対応 

    中学校については、現時点における見通しの中では、複式学級を編制する過

小規模校への移行が見込まれる中学校はありませんが、専任の教科担任（正規

教職員）の配置における課題など、生徒の学習活動に与える影響も想定されま

す。中学校の通学区域は小学校に比べて広域であり、学校統合を行うことが困

難であるため、小学校の場合とは異なる視点により対応していきます。 

    ①３学級となることが見込まれる小規模の中学校 

      毎年度把握する学校規模の見通しの中で、クラス替えができない規模の

３学級となることが見込まれる中学校については、学校規模によるメリッ

トの最大化とデメリットの緩和に寄与する学校教育活動を支援していき

ます。 

また、当該校の１学級当たりの生徒数にも着目した学校規模の推移と更

なる小規模化の動向を把握し、生徒の学習活動に与える影響について注視

していきます。       

    ②４～１１学級で推移する準小規模の中学校 

      毎年度把握する学校規模の見通しの中で、全学年ではクラス替えができ

ない４～５学級の規模と、全学年でクラス替えはできるが一部の教科にお

いて専任の教科担任（正規教職員）を配置できない、又は配置できない可

能性がある６～１１学級の規模である準小規模の中学校については、学校

規模によるメリットの最大化とデメリットの緩和に寄与する学校教育活

動を支援していきます。 

また、当該校の生徒数の推移と更なる小規模化の動向を把握していきま

す。 

（４）地域から申し出があった場合の対応 

    地域における学校の規模に関わらず、町内会や学校運営協議会など、地域住

民等で構成する組織から教育委員会に対し、学校統合などの取組に向けた検討

を希望する申し出があった場合には、（２）①の「複式編制が見込まれる小規模

の小学校」に関する方針に準じた対応を行います。 

（５）具体的な取組の実施に係る計画の策定 

    関係者の合意や地域からの申し出に基づく協議を経て、課題解決に向けて選

択した取組を進める場合には、その取組の実施に係る計画を策定した上で着手

します。 
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（６）各種手続き等 

    上記（５）の計画に基づく具体的な取組の実施又は準備着手に向けて対応を

進める場合には、次に示す各種手続き等を経ながら進めていきます。 

    ・市総合教育会議における協議 

    ・市立小・中学校通学区域審議会における審議 

    ・市教育委員会における関係規則の議決等 

    ・市議会における関係条例の議決等 

    ・その他必要な各種協議（関係者との協議など） 

（７）課題解決に向けた対応の手順 

    上記（１）～（６）の方針を踏まえた課題解決に向けた対応については、次

ページの手順に沿った流れと時期の目安に基づき進めていきます。 
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＜課題解決に向けた対応の手順＞ 
  

教育委員会・豊川市立小中学校の規模に関する基本方針 
 

・毎年度、小学校区別に未就学年齢の人口（前年度末現在）を把握。 

・児童生徒数の推計により、次年度以降６年間における学校規模の見通しを把握。 

【１年度目】 
 

・市長部局と連携・協議しながら、小規模校や準小規模校に関して対応。 

【１年度目】 
 

小規模校  準小規模校 

複式編制が見込まれる小学校  ６学級で推移する小学校  ７～１１学級で推移する小学校 

・児童数の将来見通しや小規模
化に関する課題などを関係者
へ説明。 

【１年度目】 

         
・関係者と行政がともに議論す
る場を設けることを提案。   
（関係者の合意） 
【１年度目】 

                 
・学校運営協議会又は別に設置
する検討組織と協議しなが
ら、学校統合、学校選択制な
どの取組について検討。 

・必要に応じて意見聴取やアン
ケートを実施。 

・検討状況や選択しようとする
取組の内容によっては、同一
中学校区内の小学校又は中学
校の関係者に伝達すべき情報
を提供し、協議するなどの対
応を実施。 

【２～３年度目】 

         

 

・学校規模によるメリットの
最大化とデメリットの緩和
に寄与する学校教育活動を
支援。 

・１学級当たりの児童数にも
着目した学校規模の推移と
更なる小規模化の動向を把
握し、複式編制の可能性に
ついて注視。 

 ・学校規模によるメリットの
最大化とデメリットの緩和
に寄与する学校教育活動を
支援。 

・児童数の推移と更なる小規
模化の動向を把握。 

 

３学級が見込まれる中学校  ４～１１学級で推移する中学校 

・学校規模によるメリットの
最大化とデメリットの緩和
に寄与する学校教育活動を
支援。 

・１学級当たりの生徒数にも
着目した学校規模の推移と
更なる小規模化の動向を把
握し、生徒の学習活動に与
える影響について注視。 

・学校規模によるメリットの
最大化とデメリットの緩和
に寄与する学校教育活動を
支援。 

・生徒数の推移と更なる小規
模化の動向を把握。 

  

 地域住民等で構成する組織から、学校統合などの取組に向けた検
討を希望する申し出があった場合には、「複式編制が見込まれる小
学校」に関する方針に準じて対応。 

  

具体的な取組の実施に係る計画を策定【４年度目】  

  
各種手続き等【５～６年度目】 
・市総合教育会議における協議 
・市立小・中学校通学区域審議会における審議 

 ・市教育委員会における関係規則の議決等 
・市議会における関係条例の議決等 
・その他必要な各種協議（関係者との協議など） 

 

  

具体的な取組の実施又は準備着手【７年度目以降】 ※準備に要する期間は、具体的な取組
の内容や状況により異なるものと
想定しています。  

 

（令和３） 

（令和９） 

（令和７～８） 

（令和６） 

（令和４～５） 
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６ 留意すべき事項                               

 

小中学校の小規模化に関する課題解決に当たっては、次のような事項に留意し

ながら対応を進めていきます。 

 

（１）教育上、学校運営上の最適化 

○少人数学級の長所も念頭に置き、学習活動や教育活動、児童生徒の精神面へ

の影響なども考慮しながら、教育上最適な環境を維持・向上させていくこと

を目標とします。 

○教職員の配置や教育予算の有効活用といった学校運営上の最適化について

も、重要な観点として位置づけます。 

○魅力ある学校づくりのため、学校統合のみならず、学校選択制や小中一貫教

育なども含め、複数の選択肢を想定しながら対応していきます。 

（２）通学距離・時間への配慮 

   ○学校の小規模化に関する課題解決の取組が、通学区域の変更などを伴う場合

には、通学距離について、小学校では概ね４ｋｍ以内、中学校では概ね６ｋ

ｍ以内となるよう配慮します。 

○通学時間については、概ね１時間以内で通学できるよう配慮し、特に小学校

について、通学距離が概ね４ｋｍを超える地域が発生する場合には、スクー

ルバスの運行も含めて検討するなど、児童にとっての安全確保や負担軽減に

配慮します。 

（３）保護者や地域住民との連携 

   ○保護者や地域住民に対しては、小中学校の小規模化に関する課題や将来見通

しなどを積極的に情報提供します。 

○小中学校は、地域における重要かつ象徴的な存在であるため、地域住民と連

携しながら、丁寧に対応していきます。 

○複式編制が見込まれる小学校について、学校統合などの取組の実施に向けて

協議を行う場合には、地域の関係者が主体的に検討作業や発言を行うことの

できるワークショップ等の手法を活用するなどし、問題意識を共有しながら

きめ細かに対応していくことで、円滑な合意形成を図ります。 

（４）将来見通しを踏まえた学校教育施設の改修 

   ○老朽化が進む学校教育施設については、小中学校の児童生徒数や学級数の将

来見通しなどを踏まえ、適正な施設規模を捉えた長寿命化等の改修を計画的

に進めていきます。 

○学校教育施設の改修を要する小中学校について、小規模校が隣接する場合に

は、当該小規模校の課題解決に向けた対応状況や将来的な規模の見通しと整

合させるとともに、児童クラブや児童館などを念頭に置いた複合化も選択肢

の一つとして捉えながら、改修計画を検討します。 
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（５）行政内の連携 

○小中学校は、児童生徒の教育の場であることに加え、地域におけるコミュニ

ティや防災の拠点であること、また、児童生徒の通学時における交通安全対

策が重要であることなどを踏まえ、行政内で各種分野の施策を担当する部局

とも連携し、課題解決に取り組んでいきます。 

（６）個別の学校の状況把握 

   ○個別の小中学校の規模に関する課題解決に向けた対応においては、同じ中学

校区の隣接校や市全体の状況を把握しながら進めていきます。 
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１ 豊川市の未来を拓く教育推進懇談会 
 

この基本方針の策定に当たっては、豊川市の未来を拓く教育推進懇談会において、

「市立小中学校の規模に関する課題解決に向けて」とするテーマを設定し、基本方

針（案）の内容を審議いただきました。 

 
（１）要綱 
    
（設置） 

第１条 豊川市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、少子高齢社会における教育分野の
諸課題について専門的見地から検討するため、豊川市の未来を拓く教育推進懇談会（以下「懇
談会」という。）を設置する。 
（所掌事項） 

第２条 懇談会は、豊川市における教育分野の諸課題の解決に関する調査、検討を行い、教育委
員会に報告する。 

 （組織） 
第３条 懇談会は、委員６人以内をもって組織する。 
２ 委員は、教育分野に関係する団体の推薦を受けた者及び学識経験者のうちから教育長が委嘱
する。 

 （会長及び副会長） 
第４条 懇談会に、会長及び副会長を各１人置き、委員の互選によってこれを定める。 
２ 会長は、会務を総理し、懇談会を代表する。 
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代
理する。 
（任期） 

第５条 委員の任期は、委嘱の日から１年とする。ただし、委員に欠員が生じた場合における補
欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 
 （会議） 
第６条 懇談会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集する。 
２ 会長は、会議の議長となる。 
３ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開催することができない。 
４ 会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところに
よるものとする。 
（作業部会） 

第７条 懇談会は、会長が指定した事項を調査研究させるため、作業部会を置くことができる。 
２ 作業部会は、部会長及び部会員をもって組織する。 
３ 部会長及び部会員は、教育委員会事務局の職員のうちから会長が選任する。 
 （意見等の聴取） 
第８条 懇談会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その意見若しく
は説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 （庶務） 
第９条 懇談会に関する庶務は、教育委員会庶務課において処理する。 
 （その他） 
第１０条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 
  附 則 
（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
（経過措置） 

２ 第５条の規定にかかわらず、この要綱施行後最初に委嘱される委員の任期は、平成３１年３
月３１日までとする。 
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（２）委員名簿 

 

                       ◎会長 ○副会長（敬称略）  

区分 所属等 氏名 

学識経験者 愛知教育大学副学長 ◎ 伊藤 貴啓  

学識経験者 愛知大学教授 ○ 阿部 聖   

学識経験者 前愛知県立国府高等学校校長   恩田 やす恵 

豊川市連区長会の推薦

する者 

前国府連区長 

（平成２９年度） 
  渡邊 明 

豊川市小中学校ＰＴＡ

連絡協議会の推薦する

者 

前豊川市小中学校ＰＴＡ連絡

協議会会長 

（平成２９年度） 

  伊藤 政絵 

豊川市小中学校長会の

推薦する者 

豊川市小中学校長会副会長 

（豊川市立八南小学校校長） 
  小野 清隆 

   ※任期：平成３０年５月１日から平成３１年３月３１日まで 

 

（３）作業部会名簿 

   

所属 補職 

教育委員会 教育部長 

教育委員会 教育部次長兼生涯学習課長 

教育委員会 教育部次長兼学校教育課長 

教育委員会 庶務課 課長 

教育委員会 学校教育課 主幹 
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２ 基本方針の策定経過 
 

日程 会議等 内容 

４月２４日 教育委員会定例会 策定スケジュール 

５月３０日 校長会 策定スケジュール 

６月１９日 教育委員会定例会 
小中学校の規模に関する課題等の整

理 

６月２１日 第１回教育推進懇談会 
小中学校の規模に関する課題等の整

理、作業部会の設置 

７月１１日 第１回作業部会 基本方針構成（案） 

７月２５日 第２回教育推進懇談会 
基本方針構成（案）、本市における学

校規模の標準 

８月 ６日 第２回作業部会 基本方針（第１案） 

８月１６日 教育委員会定例会 策定状況中間報告（第１案） 

８月２３日 第３回教育推進懇談会 基本方針（第１案） 

９月 ４日 第３回作業部会 基本方針（第２案） 

９月 ５日 校長会 策定状況中間報告（第１案） 

９月２０日 第４回教育推進懇談会 基本方針（第２案） 

９月２１日 教育委員会定例会 策定状況中間報告（第２案） 

１０月 ５日 総合教育会議 基本方針（第２案） 

１０月１２日 第４回作業部会 基本方針（第３案） 

１０月１８日 

～１０月２９日 

教育推進懇談会 

（意見照会） 
基本方針（第３案） 

１０月２６日 教育委員会定例会 基本方針（第３案） 

１１月１６日 教育委員会定例会 パブリックコメント用基本方針（案） 

１１月３０日 校長会 パブリックコメント用基本方針（案） 

１２月１４日 市議会所管事務調査 基本方針案説明 

１２月２６日 

～１月２５日 

パブリックコメント手

続き 
意見募集（１ヶ月間） 

２月１２日 教育委員会定例会 パブリックコメント結果報告 

２月１４日 総合教育会議 基本方針（最終案） 

２月１８日 第５回教育推進懇談会 
パブリックコメント結果報告 

基本方針（最終案） 

３月２２日 教育委員会定例会 基本方針最終案議決 

３月２９日 基本方針策定  
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３ 小規模校に関して国が示す課題と対応                             
 

国は、２０１５（平成２７）年１月に策定した「公立小学校・中学校の適正規模・

適正配置等に関する手引」において、小規模校に関する課題整理を行うとともに、

学校統合等による対応の方向性を示しています。 

 

（１）学級数が少ないことによる学校運営上の課題（手引ｐ.６～７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）教職員数が少ないことによる学校運営上の課題（手引ｐ.８） 

 

 

 

 

 

 

① クラス替えが全部又は一部の学年でできない 

② クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない 

③ 加配なしには、習熟度別指導などクラスの枠を超えた多様な指導形態がとりに

くい 

④ クラブ活動や部活動の種類が限定される 

⑤ 運動会・文化祭・遠足・修学旅行等の集団活動・行事の教育効果が下がる 

⑥ 男女比の偏りが生じやすい 

⑦ 上級生・下級生間のコミュニケーションが少なくなる、学習や進路選択の模範

となる先輩の数が少なくなる 

⑧ 体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生じる 

⑨ 班活動やグループ分けに制約が生じる 

⑩ 協働的な学習で取り上げる課題に制約が生じる 

⑪ 教科等が得意な子供の考えにクラス全体が引っ張られがちとなる 

⑫ 生徒指導上課題がある子供の問題行動にクラス全体が大きく影響を受ける 

⑬ 児童生徒から多様な発言が引き出しにくく、授業展開に制約が生じる 

⑭ 教員と児童生徒との心理的な距離が近くなりすぎる 

 

以上の課題は、学級数や学級当たりの児童生徒数の減少に応じて一層顕在化する

ことが懸念されます。また、特に複式学級となる場合には直接指導と間接指導を組

み合わせて、複数学年を教員が行き来しながら指導する必要がある場合が多いこと

から、以下のような課題も生じ得ることが指摘されています。 

① 教員に特別な指導技術が求められる 

② 複数学年分や複数教科分の教材研究・指導準備を行うこととなるため、教員の 

負担が大きい 

③ 単式学級の場合と異なる指導順となる場合、単式学級の学校への転出時等に未 

習事項が生じるおそれがある 

④ 実験・観察など長時間の直接指導が必要となる活動に制約が生じる 

⑤ 兄弟姉妹が同じ学級になり、指導上の制約を生ずる可能性がある 

① 経験年数、専門性、男女比等バランスのとれた教職員配置やそれらを生かした
指導の充実が困難となる 

② 教員個人の力量への依存度が高まり、教育活動が人事異動に過度に左右された
り、教員数が毎年変動することにより、学校経営が不安定になったりする可能
性がある 

③ 児童生徒の良さが多面的に評価されにくくなる可能性がある、多様な価値観に
触れさせることが困難となる 

④ ティーム・ティーチング、グループ別指導、習熟度別指導、専科指導等の多様
な指導方法をとることが困難となる 
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（３）学校運営上の課題が児童生徒に与える影響（手引ｐ.８～９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）学校規模の標準を下回る場合の対応の目安（手引ｐ.１１～１３） 

    国が示す「学校規模の標準」（１２～１８学級）を下回る小中学校に関して考

え得る対応について、学級数を目安として次のとおり整理しています。 

①小学校の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【１～５学級：複式学級が存在する規模】 

 ○学校全体の児童数や指導方法等にもよるが、一般に教育上の課題が極めて大き

いため、学校統合等により適正規模に近づけることの適否を速やかに検討する

必要がある。 

○地理的条件等により統合困難な事情がある場合は、小規模校のメリットを最大

限生かす方策や、小規模校のデメリットの解消策や緩和策を積極的に検討・実

施する必要がある。 

 

【６学級：クラス替えができない規模】 

○一般に教育上の課題があるが、学校全体及び各学年の児童数に大きな幅があ

り、児童数が少ない場合は特に課題が大きい。このため児童数の状況や、更な

る小規模化の可能性、将来的に複式学級が発生する可能性も勘案し、学校統合

等により適正規模に近づけることの適否を速やかに検討する必要がある。 

○地理的条件等により統合困難な事情がある場合は、小規模校のメリットを最大

限生かす方策や、小規模校のデメリットの解消策や緩和策を積極的に検討・実

施する必要がある。 

 

【７～８学級：全学年ではクラス替えができない規模】 

 ○学校全体及び各学年の児童数も勘案し、教育上の課題を整理した上で、学校統

合の適否も含め今後の教育環境の在り方を検討することが必要である。 

① 集団の中で自己主張をしたり、他者を尊重する経験を積みにくく、社会性やコ
ミュニケーション能力が身につきにくい 

② 児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい 

③ 協働的な学びの実現が困難となる 

④ 教員それぞれの専門性を生かした教育を受けられない可能性がある 

⑤ 切磋琢磨する環境の中で意欲や成長が引き出されにくい 

⑥ 教員への依存心が強まる可能性がある 

⑦ 進学等の際に大きな集団への適応に困難を来す可能性がある 

⑧ 多様な物の見方や考え方、表現の仕方に触れることが難しい 

⑨ 多様な活躍の機会がなく、多面的な評価の中で個性を伸ばすことが難しい 

 

⑤ 教職員一人当たりの校務負担や行事に関わる負担が重く、校内研修の時間が十
分確保できない 

⑥ 学年によって学級数や学級当たりの人数が大きく異なる場合、教員間に負担の
大きな不均衡が生ずる 

⑦ 平日の校外研修や他校で行われる研究協議会等に参加することが困難となる 

⑧ 教員同士が切磋琢磨する環境を作りにくく、指導技術の相互伝達がなされにく
い（学年会や教科会等が成立しない） 

⑨ 学校が直面する様々な課題に組織的に対応することが困難な場合がある 

⑩ 免許外指導の教科が生まれる可能性がある 

⑪ クラブ活動や部活動の指導者確保が困難となる 
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②中学校の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）小規模校のメリット最大化策（手引ｐ.３３～３８） 

学校統合を選択しない場合には、「小規模校のメリット最大化策」として、

「少人数を生かした教育の充実」や「特色あるカリキュラム編成等」が考えら

れるとしています。 

また、「少人数を生かした教育の充実」を図る上で捉えることのできる小規

【１～２学級：複式学級が存在する規模】 

 ○学校全体の生徒数や指導方法等にもよるが、一般に教育上の課題が極めて大き

いため、学校統合等により適正規模に近づけることの適否を速やかに検討する

必要がある。 

○地理的条件等により統合困難な事情がある場合は、小規模校のメリットを最大

限生かす方策や、小規模校のデメリットの解消策や緩和策を積極的に検討・実

施する必要がある。 

 

【３学級：クラス替えができない規模】 

 ○一般に教育上の課題があるが、学校全体及び各学年の生徒数に大きな幅があ

り、生徒数が少ない場合は特に課題が大きい。このため、生徒数の状況や、更

なる小規模化の可能性、将来的に複式学級が発生する可能性も勘案し、学校統

合等により適正規模に近づけることの適否を速やかに検討する必要がある。 

○地理的条件等により統合困難な事情がある場合は、小規模校のメリットを最大

限生かす方策や、小規模校のデメリットの解消策や代替策を積極的に検討・実

施する必要がある。 

 

【４～５学級：全学年ではクラス替えができる学年が少ない規模】 

 ○学校全体及び各学年の生徒数も勘案し、教育上の課題を整理した上で、学校統

合の適否も含め今後の教育環境の在り方を検討することが必要である。 

○今後の生徒数の予測等を踏まえ、将来的に複式学級が発生する可能性が高けれ

ば、３学級の場合に準じて、速やかな検討が必要である。 

 

【６～８学級：全学年でクラス替えができ、同学年に複数教員を配置できる規模】 

○学校全体及び各学年の生徒数も勘案し、学校規模が十分でないことによる教育

上の課題を整理した上で、生徒数予測等を加味して今後の教育環境の在り方を

検討することが必要である。 

 

【９～１１学級：全学年でクラス替えができ、同学年での複数教員配置や、免許外

指導の解消が可能な規模】 

 ○教育上の課題が生じているかを確認した上で、生徒数予測等を加味して今後の

教育環境の在り方を検討することが必要である。 

 

 

○今後の児童数の予測を踏まえ、将来的に複式学級が発生する可能性が高けれ

ば、６学級の場合に準じて、速やかな検討が必要である。 

 

【９～１１学級：半分以上の学年でクラス替えができる規模】 

 ○学校全体及び各学年の児童数も勘案し、教育上の課題を整理した上で、児童数

予測等を加味して今後の教育環境の在り方を検討することが必要である。 
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模校のメリットについて、次のとおり示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜参考：学校統合を選択しない場合＞ 

「学校統合を選択しない場合」としては、「様々な事情から学校統合によって適正規模
化を進めることが困難であると考える地域や、小規模校のまま存続させることが必要であ
ると考える地域も存在する」ことを踏まえ、次のとおり示されています。 

① 離島や山間部、豪雪地帯など、近隣の学校間の距離が遠すぎる、季節により交通
事情が著しく異なるなど、学校統合に伴いスクールバス等を導入しても安全安心
な通学ができないと判断される場合 

② 学校統合を行った後に、更なる少子化の進展や地域の産業構造の変化等の事情に
より児童生徒数が減少するなど、安定的に通学可能な範囲で更なる学校統合を進
めることが難しい場合 

③ 同一市町村内に一つずつしか小・中学校がなく、かつ既に当該小・中学校が併置
されていたり、小中一貫教育が導入されていたりするなど、当該市町村内で統合
による学校規模の適正化を進めることが不可能な場合 

④ 学校を当該地域コミュニティの存続や発展の中核的な施設と位置付け、地域を挙
げてその充実を図ることを希望する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般に小規模校には下記のようなメリットが存在すると言われています。 

① 一人一人の学習状況や学習内容の定着状況を的確に把握でき、補充指導や個別
指導を含めたきめ細かな指導が行いやすい 

② 意見や感想を発表できる機会が多くなる 

③ 様々な活動において、一人一人がリーダーを務める機会が多くなる 

④ 複式学級においては、教師が複数の学年間を行き来する間、児童生徒が相互に
学び合う活動を充実させることができる 

⑤ 運動場や体育館、特別教室などが余裕をもって使える 

⑥ 教材・教具などを一人一人に行き渡らせやすい。例えば、ＩＣＴ機器や高価な
機材でも比較的少ない支出で全員分の整備が可能である 

⑦ 異年齢の学習活動を組みやすい、体験的な学習や校外学習を機動的に行うこと
ができる 

⑧ 地域の協力が得られやすいため、郷土の教育資源を最大限に生かした教育活動
が展開しやすい 

⑨ 児童生徒の家庭の状況、地域の教育環境などが把握しやすいため、保護者や地
域と連携した効果的な生徒指導ができる 
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４ 複式編制の回避に向けて想定される取組の整理事項 

    

小規模の小学校について、複式編制の回避に向けた協議を行う場合の参考として、

各取組において配慮すべき事項や詳しい内容などを、以下のとおり整理します。 

    

（１）学校統合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）通学区域の見直し 

 

 

 

 

 

 

 

学校統合については、行政が一方的に進める性格のものではなく、地域住

民の十分な理解と協力を得るなど、丁寧な議論を行うことが望まれます。 

その際に留意すべき事項については、国の手引で示される「学校統合に関

して留意すべき点」（手引ｐ.１８）を参考にすると、次のとおり整理するこ

とができます。 

・学校は児童生徒の教育のための施設であり、学校統合の適否の検討に当たって

は、児童生徒の教育条件の改善の視点を中心に据えるべきだが、地域住民から

見た学校は、地域社会の将来を担う人材を育てる中核的な場所であるととも

に、防災、保育、地域の交流の場など様々な機能を有しているなど、学校づく

りがまちづくりと密接に関わる場合も多い。 

・子どもに求められる資質や能力は、多様な人々と関わり、様々な経験を重ねて

いく中で育まれるものであり、学校のみで育成できるものではない。加えて、

近年の社会の変化に伴い、多様化・複雑化するニーズに学校の教職員や教育行

政の力だけで対応していくことは困難となっており、学校がその目的を達成す

るためには、保護者や地域住民等の支えが必要となっている。 

・近年の教育改革により学校現場の裁量が拡大している中、公費で運営される公

立学校をモニタリングする主体として、保護者や地域住民等の学校関係者が学

校運営に関わっていくことの重要性が一層増してきている。 

・「地域とともにある学校づくり」が求められていることを踏まえれば、学校統

合の適否を検討する上では、学校教育の直接の受益者である児童生徒の保護者

や将来の受益者である就学前の子どもの保護者の声を重視しつつ、地域住民や

地域の学校支援組織と教育上の課題やまちづくりも含めた将来ビジョンを共有

し、十分な理解や協力を得ながら進めていくことが大切になってくる。 

通学区域は、就学校を指定する際の判断基準として、市町村教育委員会が

あらかじめ設定した区域のことです。 

法令上の定めはなく、就学校の指定が恣意的に行われたり、保護者にいた

ずらに不公平感を与えたりしないようにすることなどを目的として、道路や

河川等の地理的状況、地域社会がつくられてきた長い歴史的経緯や住民感情

等それぞれの地域の実態を踏まえ、各市町村教育委員会の判断に基づいて設 
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（３）学校選択制の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）関連する取組としての小中一貫教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定されています。（本市では、「豊川市立小・中学校の通学区域に関する規則」

で定めています。） 

よって、通学区域の見直しを行う場合、学校統合を行う場合と同様に、地

域住民の十分な理解や協力を得ながら進めていくことが重要となります。 

市町村教育委員会は、当該市町村内に小学校又は中学校が２校以上ある場

合、就学予定者が就学すべき小学校又は中学校を指定することとされていま

す。（学校教育法施行令第５条） 

市町村教育委員会が就学校を指定する場合、就学すべき学校について、あ

らかじめ保護者の意見を聴取できるものとされています。（学校教育法施行規

則第３２条第１項）この保護者の意見を踏まえて、市町村教育委員会が就学

校を指定する場合を学校選択制といいます。 

学校選択制は、小中学校の規模に関する課題解決を目的に導入されること

がありますが、就学する側が学校を選択する制度であるため、必ずしも成果

を上げられない場合が想定されます。 

タイプ別に分類すると、次のとおりとなります。 

①自由選択制 
当該市町村内の全ての学校のうち、希望する学校に就学
を認めるもの 

②ブロック選択制 
当該市町村内をブロックに分け、そのブロック内の希望
する学校に就学を認めるもの 

③隣接区域選択制 
従来の通学区域は残したままで、隣接する区域内の希望
する学校に就学を認めるもの 

④特認校制 
従来の通学区域は残したままで、特定の学校について、
通学区域に関係なく、当該市町村内のどこからでも就学
を認めるもの 

⑤特定地域選択制 
従来の通学区域は残したままで、特定の地域に居住する
者について、学校選択を認めるもの 

 

近年では、子どもの発達の早期化やいわゆる中１ギャップ、学習内容の高

度化等への対応、学校の社会性育成機能の強化といった観点から、小中一貫

教育を導入する市町村が増えています。 

一方、文部科学省の通知「小中一貫教育制度の導入に係る学校教育法等の

一部を改正する法律について」（２０１５（平成２７）年７月３０日）では、

「小学校・中学校の適正規模・適正配置との関係」として、小中一貫教育制度

が「学校統廃合の促進を目的とするものではないこと」などが示されていま

す。しかし、小中一貫教育は、地域の児童生徒数が少ない場合、小中学校段階

を一体的に捉えるため、一定の児童生徒数を確保できることから、小規模校

の課題である社会性の育成や切磋琢磨する環境の整備、多様な考え方に触れ

る機会の確保に効果が期待できます。よって、小中一貫教育を小規模校の課 
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題解決にも関連する取組として捉えます。 

なお、小中一貫教育の実施に伴い通学区域の変更を伴う場合には、地域住

民の十分な理解や協力を得ながら進めていくことが重要となります。 

制度としては、一人の校長の下で一つの教職員集団が一貫した教育課程を

編成・実施する９年制学校として教育を行う形態の「義務教育学校」と、組

織上独立した小学校と中学校が義務教育学校に準じる形で一貫した教育を行

う形態の「小中一貫型小・中学校」の２種類があります。 

これら両形態の違いについては、次のとおりです。 

 

 ＜義務教育学校と小中一貫型小・中学校の比較一覧＞ 

   義務教育学校 
小中一貫型小・中学校 
（併設型小・中学校） 

修業年限 
９年 
（前期課程６年＋後期課
程３年） 

小学校６年、中学校３年 

組織運営 
一人の校長、一つの教職
員組織 

それぞれの学校に校長、
教職員組織 
小学校と中学校における
教育を一貫して施すため
にふさわしい運営の仕組
みを整えることが要件 

免許 
原則小学校・中学校の両
免許状を併有 

所属する学校の免許状を
保有 

教育課程 
・９年間の教育目標の設定 
・９年間の系統性・体系性に配慮がなされている教育
課程の編成 

教 育 課
程 の 特
例 

一貫教育に必
要な独自教科
の設定 

○ ○ 

指導内容の入
替え・移行 

○ ○ 

施設形態 施設一体型・施設隣接型・施設分離型 

設置基準 
前期課程は小学校設置基
準、後期課程は中学校設
置基準を準用 

小学校には小学校設置基
準、中学校には中学校設
置基準を適用 

標準規模 
１８学級以上２７学級以
下 

小学校、中学校でそれぞ
れ１２学級以上１８学級
以下 

通学距離 おおむね６ｋｍ以内 

小学校はおおむね４ｋｍ
以内 
中学校はおおむね６ｋｍ
以内 

設置手続き 市町村の条例 
市町村教育委員会の規則
等 

※１ 小中一貫型小・中学校には、この「併設型小・中学校」の他、設置者（市町
村など）の異なる小学校と中学校が一貫した教育を行おうとする場合を想定
した「連携型小・中学校」の形態がありますが、本市においては想定されな
いため説明を省略します。 
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５ 全小中学校に関する各種データ 

 

今後における学校規模に関する課題解決に向けた対応を進めていく際の参考と

して、全小中学校の各種データや課題等について、次ページ以降に整理しています。 

 

＜各種データの内容＞ 

（１）各種数値 

各小学校の各種数値について、２０１８（平成３０）年における現状値

と、２０２８（令和１０）年と２０３８（令和２０）年の推計値を整理し

ています。（１０年毎の増減率を付記） 

 

      ①人口（年少人口、生産年齢人口、老年人口） 

        「３ 学校規模に関する現状と見通し」「（２）小中学校区別人口

の推移」（ｐ．７）と同様に、２０１４（平成２６）年から２０１８

（平成３０）年までの５か年の３月末現在の住民基本台帳人口を基

にコーホート変化率法により推計し、国立社会保障・人口問題研究

所「日本の地域別将来推計人口」（２０１８（平成３０）年推計）の

数値と整合させた推計値。 

       ＊ 小学校についてのみ記載。 

 

     ②世帯数 

        上記「①人口（年少人口、生産年齢人口、老年人口）」の推計値と、

２０１４（平成２６）年から２０１８（平成３０）年までの５か年

の３月末現在の住民基本台帳上の世帯数の推移を踏まえ推計。 

       ＊ 小学校についてのみ記載。 

 

     ③児童生徒数、学級数、学校規模 

        「３ 学校規模に関する現状と見通し」「（５）小中学校別の児童

生徒数と学級数の見通し」（ｐ．１２～１５）で整理した数値。 

       ＊ 小中学校ともに記載。 

 

（２）通学区域図 

各小中学校の通学区域と、各校を中心とする同心円を１ｋｍごとに記載

するとともに、各校における最長の通学距離の状況を付記しています。 

 

（３）見通し・課題等 

各校の規模の見通しと、教育委員会として捉えるべき小規模校に関する

課題等について整理しています。 
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東部中学校区 

【豊川小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測され、準小規模、小規模への
移行が見込まれる。児童数の推移と更なる小規模
化の動向を把握していく必要がある。 

【東部小学校】 

 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測されるが、標準規模のまま
推移すると見込まれる。 

【桜木小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測され、小規模への移行が見
込まれる。児童数の推移と更なる小規模化の動向
を把握していく必要がある。 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 

 
通学距離：概ね３ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 
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【豊小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測されるが、標準規模のまま
推移すると見込まれる。 

【東部中学校】 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

現在は大規模であるが、生徒数の減少が予測され、標準規模への移行が見込まれる。 

 

通学距離：概ね５ｋｍ以内 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 
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 南部中学校区  

【牛久保小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測されるが、標準規模のまま
推移すると見込まれる。 

【中部小学校】 

 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測されるが、標準規模のまま
推移すると見込まれる。 

【天王小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測され、準小規模から小規模
への移行が見込まれる。牛久保小学校からの分離
により設置（S49）された経緯も念頭に、更なる小
規模化の動向を把握していく必要がある。 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 
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【南部中学校】 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

現在は大規模であるが、生徒数の減少が予測され、標準規模への移行が見込まれる。 

 

通学距離：概ね４ｋｍ以内 
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 中部中学校区  

【千両小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

今後２０年間に児童数が４割程度まで減少する
と予測される。１学級当たり児童数に着目した学
校規模の推移と更なる小規模化の動向を把握して
いく必要がある。 

【平尾小学校】 

 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測されるが、準小規模又は標
準規模で推移すると見込まれる。 

【八南小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 
児童数の増加が予測され、標準規模から大規模

へ移行すると見込まれる。隣接する千両小学校の
更なる小規模化の動向も把握していく必要があ
る。 

 
通学距離：概ね４ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね３ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 
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【中部中学校】 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

生徒数の増減が予測されるが、標準規模で推移すると見込まれる。校区内小学校の小規模化の動
向を把握していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

通学距離：概ね６ｋｍ以内 
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 西部中学校区  

【国府小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の増加が予測され、大規模で推移すると
見込まれる。 

【御油小学校】 

 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測されるが、標準規模で推移
すると見込まれる。 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね３ｋｍ以内 
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【西部中学校】 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

生徒数の増減が予測されるが、標準規模で推移すると見込まれる。 

 

通学距離：概ね３ｋｍ以内 
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 代田中学校区  

【桜町小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の増加が予測されるが、標準規模で推移
すると見込まれる。 

【代田小学校】 

 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測されるが、標準規模で推移
すると見込まれる。 

 
 

通学距離：概ね２ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 
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【代田中学校】 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

生徒数の増減が予測されるが、標準規模で推移すると見込まれる。 

 

通学距離：概ね３ｋｍ以内 
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 金屋中学校区  

【三蔵子小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の増減が予測され、大規模から標準規模
への移行が見込まれる。 

【金屋小学校】 

 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測され、標準規模から準小規
模へ移行すると見込まれる。 

 

 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 
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【金屋中学校】 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

生徒数の増減が予測されるが、標準規模で推移すると見込まれる。 

 

 

通学距離：概ね４ｋｍ以内 
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 一宮中学校区  

【一宮東部小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 
今後２０年間に児童数が３分の１まで減少する

と予測される。１学級当たり児童数に着目した学
校規模の推移と更なる小規模化の動向を把握して
いく必要がある。 

【一宮西部小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測されるが、標準規模で推移
すると見込まれる。 

【一宮南部小学校】 

 

 

 

＜見通し・課題等＞ 
今後２０年間に児童数が半減すると予測され

る。１学級当たり児童数に着目した学校規模の推
移と更なる小規模化の動向を把握していく必要が
ある。 

 
通学距離：概ね４ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね４ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね３ｋｍ以内 
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【一宮中学校】 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

現在は標準規模であるが、生徒数の減少が予測され、専任の教科担任の配置に関して課題を伴う
準小規模へ移行すると見込まれる。校区内小学校の小規模化の動向を把握していく必要がある。 

 

通学距離：概ね５ｋｍ以内 
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 音羽中学校区  

【萩小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 
複式編制を要する過小規模への移行が見込まれ

る。１学級当たり児童数に着目した学校規模の推
移と更なる小規模化の動向を把握し、複式編制の
可能性について注視していく必要がある。 

【長沢小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

複式編制を要する過小規模への移行が見込まれ
る。１学級当たり児童数に着目した学校規模の推
移と更なる小規模化の動向を把握し、複式編制の
可能性について注視していく必要がある。 

【赤坂小学校】 

 

 

 

＜見通し・課題等＞ 
今後２０年間に児童数は半減すると予測され、

小規模への移行が見込まれる。隣接する萩・長沢小
学校における複式編制の可能性と課題解決に向け
た対応状況を把握していく必要がある。 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね３ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね３ｋｍ以内 
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【音羽中学校】 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

今後２０年間に生徒数は４割程度まで減少すると予測されるが、準小規模で推移すると見込まれ
る。全学年でクラス替えができないことによる学習活動に与える影響や専任の教科担任の配置に関
する課題を踏まえ、小規模校のメリットを最大限生かす方策やデメリットの緩和策の一つとして、
校区内小学校と連携した取組も含めて検討する必要がある。 

 

通学距離：概ね６ｋｍ以内 
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 御津中学校区  

【御津北部小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測され、小規模で推移すると
見込まれる。１学級当たり児童数に着目した学校
規模の推移と更なる小規模化の動向を把握してい
く必要がある。 

【御津南部小学校】 

 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測されるが、標準規模で推移
すると見込まれる。隣接する御津北部小学校の更
なる小規模化の動向も把握していく必要がある。 

 

 

 

 
通学距離：概ね４ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね５ｋｍ以内 
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【御津中学校】 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

生徒数の減少が予測され、専任の教科担任の配置に関して課題を伴う準小規模で推移すると見込
まれる。校区内小学校の小規模化の動向を把握していく必要がある。 

 

 

通学距離：概ね６ｋｍ以内 
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 小坂井中学校区  

【小坂井東小学校】 

 

 
 

＜見通し・課題等＞ 

児童数の減少が予測されるが、標準規模で推移
すると見込まれる。 

【小坂井西小学校】 

 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

現在は大規模であるが、児童数の減少が予測さ
れ、標準規模への移行が見込まれる。 

 

 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 

 

 
通学距離：概ね２ｋｍ以内 
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【小坂井中学校】 

 

 

＜見通し・課題等＞ 

生徒数の減少が予測されるが、標準規模で推移すると見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

通学距離：概ね３ｋｍ以内 
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